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消費者敎育



デジタル時代の若年世代の消費行動 1

• 携帯電話 保有率 91% 以上, 

    スマートフォン　保有率　84.8%

• 中高校生  スマートフォン　保有率は　
90% 以上

　-　目的： ゲーム(96.6%), 音楽(95.2%), 
    　映画·TV(95.9%)
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ネットや モバイル中心の生活

全年齢の50%がネットショッピングを利用

20代の80%以上がネットショッピングを利用

デジタル時代の若年世代の消費行動 ２



高校生の消費行動

第一　ネットで中古取引が活発。　被害も多い。

第二　流行の周期が短い。(中古取引と関連)

第三　価格が高くても気に入ったら満足。

＊以前は安くて品質がいいのが人気

デジタル時代の若年世代の消費行動３



若年世代の消費者保護

• 韓国の民法改正と成年年齢引き下げ

　　　　　　　20歳→19歳(2013)

• 世界の流れと社会経済的な現実を反映

• 18歳への引き下げの論議は継続中

　　　　　未成年　消費者教育の強化　　



成年年齢引き下げ後の消費者教育

• 高校 3年生と 大学 1年生（未成年が混在）

• 改正の前後で消費者相談件数の差はない

　（分野）ネット教育、 スマートフォン、ファッション　

　[ 年齢別 消費者相談件数 ]

2012 2016 2017 2018

10-19歳 3,338件 2,008件 2,738件 2,408件

20-29歳 80,244件 63,219件 101,031件 90,551件

全年齢 812,934件 779,330件 795,878件 792,414件



韓国の消費者教育の現況１

１．学校中心の消費者教育

　　消費者教育のモデル校の支援（韓国消費者院）

     - 小学校４校、中学校６校（2018、支援した学校数）

     - 運営支援前後の変化 (20~６０%)　

２．自由学期制の支援

     - 消費者教育　教科書　普及



消費者教育　モデル校



消費者教育　自由学期制



韓国の消費者教育の現況２

1年(社会)  合理的な消費, 倫理的な消費(フェアトレード),持続可能発展 　

 -人口, 資源,　環境などと関連

2年, 3年(経済)  合理的な消費, 倫理的な消費, 企業の社会的責任

2年, 3年(法と政治)  消費者の権利と責任, 韓国消費者院, 

消費者問題の解決と被害救済

(全学年家庭) 持続可能な消費生活, 消費行動, 消費心理

高校 教科での消費者教育



(家庭科）購入と意思決定



(家庭科）消費生活と電子商取引



(家庭科）消費生活　問題解決・持続可能性



学校の消費者教育の現実

• 教科　全教育課程を通じる体系的な教育が必要

• 受験である暗記式(中学, 高校)に陥りやすい

• 家庭科では実習時間の確保がありむずかしい

• (小学校) 消費者教育のモデル校 申請多い

    - 望ましい 教育が成る



中学·高校の消費者教育

[ 受験後と新学期の大学生 消費者教育 ] 

(中学校)  

消費者教育　モデル校, 自由学期制

 - 3か校→10か校, 厳格なフィードバック 

(高校)  成年になる大事な時期
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持続可能な社会と消費者教育１

• K-SDGS ビジョン :　すべての人を包容する持続可能な国家

  -　持続可能な消費·生産, 健康で幸福な生活, 地球規模での強化

• 『2019 大韓民国 トレンド』　“必ず環境”は消費生活の核心



• 2018 消費者力量指標における20代の力量

  消費者市民力量　(消費者責任→消費者市民社会)

  - 取引力量 69.2点 〉 市民力量 64.7点

　　*　２０１０（６１．５点） →２０１４（６４．０点） →２０１８（６５．５点）

持続可能な社会と消費者教育２

• 消費者力量指標：２０１０から４年ごとに調査（２０歳以上）

• （財務）設計管理　（取引）情報理解と活用、購入と意思決定、問題解決

　　（市民）権利主張、責任受容力量　　　　　知識·態度·実践を測定



• 消費者教育の効果 (2014 →2018)

　- 消費者教育を受けた経験のあるグループ（75.4点) と

　ないグループ（65.3点)

　- 知識力量は高い。態度· 実践力量は低め。

  - 態度· 実践のための消費者教育が必要

　　

持続可能な社会と消費者教育３



結論

• 若年世代　人生自体＝デジタル世代に合わせた教育が必要 

  - 個人情報の重要性→不足する問題意識, 

     無意識な同意, 権利行使の意思の欠如

  - 消費者責任による態度変化と実践教育が必要 


